


１．重要な会計方針

（1）　平成１９年度から公益法人会計基準（平成１６年１０月１４日、公益法人等の指導監督等に関する関係省

 庁連絡会議申合せ）を採用している。

（2）　有価証券の評価基準及び評価方法

公正な取引に基づく取引価格による取得価格主義を採用している。

（3）　固定資産の減価償却の方法

定額法により固定資産の帳簿価額を直接減額している。

（４）　引当金の計上基準

補償支払準備金・・・・・ 防火防災訓練を円滑に行い、災害時における事故防止等の実行をあげるため、

  収支差額が生じた場合は、当該額の範囲内において計上することとしている。

　 補償拡大準備積立金・・・・・特定の目的の支出に充てるため留保資金として計上している。

（５）　消費税等の会計処理

税込方式を採用している。

２．特定資産の増減額及びその残高

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

３．特定資産の財源等の内訳

特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。

４．担保に供している資産

なし

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

６．保証債務等の偶発債務

なし

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

なし

財務諸表に対する注記

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産

補償支払準備金引当資産 493,000,000 0 0 493,000,000

補償拡大準備積立資産 181,000,000 0 0 181,000,000

特定資産 78,000,000 0 2,000,000 76,000,000

合　　　計 752,000,000 0 2,000,000 750,000,000

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

　　（うち負債に対
応する額）

特定資産

補償支払準備金引当資産 493,000,000 (0) (493,000,000) (493,000,000)

補償拡大準備積立資産 181,000,000 (0) (181,000,000) (181,000,000)

特定資産 76,000,000 (0) (76,000,000) (0)

合　　　計 750,000,000 (0) (750,000,000) (674,000,000)

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

　什器備品 3,407,314 2,785,936 621,378


